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Ⅰ　調査要領Ⅰ　調査要領Ⅰ　調査要領Ⅰ　調査要領

１　調査の目的
　この調査は、郵政省が郵政省所管の通信産業における設備投資等の実態を把握するた
め、総務庁承認統計として実施したものである。

２　調査対象
　(1) 電気通信事業

第 一 種 電 気 通 信 事 業 ：全事業者
特別第二種電気通信事業 ：全事業者
一般第二種電気通信事業者 ：資本金３千万円以上の株式会社(事業休止等の事

　業者を除く)
　(2) 放送事業

民 間 放 送 事 業 ：全事業者
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 ：引込端子数１万端子以上の株式会社の事業者

３　調査方法
アンケート(調査票送付、各事業者自記入)により実施。

４　調査事項
主な調査事項は、次のとおりである。
(1) 設備投資額(平成９年度実績額、平成１０年度修正計画額、平成１１年度計画額)
(2) 長期資金調達･運用状況(平成９年度実績額、平成１０年度修正計画額)
(3) 設備投資環境等

５　調査時期
　平成１０年１２月

６　回答事業者数

区　　　　　分 送 付 数 回 答 数 回 答 率

電気通信事業 １,２６５ ５７７ ４５.６
第一種電気通信事業 １５７ １４９ ９４.９
特別第二種電気通信事業 ７８ ４３ ５５.１
一般第二種電気通信事業 １０３０ ３８５ ３７.４

放送事業 ６５６ ５８０ ８８.４
民間放送事業 ４２４ ３７２ ８７.７
ケーブルテレビ事業 ２３２ ２０８ ８９.７

合　　　　　計 １,９２１ １,１５７ ６０.２
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【利用上の注意】

１　ＮＨＫ(日本放送協会)は、本調査の調査対象としていないが、｢設備投資額｣の通信
産業全体及び放送事業全体の集計について、ＮＨＫを含めて算出している。

２　金額ベースによる投資項目別構成比は、設備投資額と投資項目別構成比から算出し
た各事業者毎の投資項目別設備投資額(推計値)を集計したものである。

３　算出基準は、設備投資動向については当該事業部門の｢工事ベース｣、長期資金調
達･運用状況については全社の｢支払･純増減ベース｣である。

４　本報告書において、ＮＣＣ(新第一種電気通信事業者)とは、ＮＴＴ(日本電信電話
　㈱のみ)及びＫＤＤ以外の第一種電気通信事業者(ＮＴＴ移動通信網㈱等を含む)とし
　ている。

５　投資目的別構成比及び投資項目別構成比は、事業者から回答のあった構成比割合の
単純平均値である。

６　長期資金調達･運用状況において、借入金等の内訳が合計と一致しないのは、区分
不明のものが含まれているためである。



Ⅱ　　概　　要Ⅱ　　概　　要Ⅱ　　概　　要Ⅱ　　概　　要
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Ⅱ　概　要Ⅱ　概　要Ⅱ　概　要Ⅱ　概　要

１　設備投資動向
通信産業の設備投資の平成９年度実績額（ＮＨＫを含む）は、１，０３１社で４兆４，

６３７億円であり対前年度比９．３％減となっている。平成１０年度修正計画額（ＮＨＫ
を含む）は、１，０３１社で４兆４，８５３億円であり対前年度比０．５％減となってい
る。
また、全産業の設備投資の伸び率は、平成９年度実績額０．６％増、平成１０年度修正

計画額６．３％減と見込まれている（経済企画庁「法人企業動向調査報告」（平成１０年
１２月実施）による。）。
平成１０年度は、通信産業がほぼ横ばいで推移するのに対し、全産業は減少する見込で

ある。
　なお、全産業の設備投資額との比は、平成８年度が１１．０％、平成９年度が９．９％、
平成１０年度１０．６％と約１割で推移する見込みである。

（社、百万円、％）

区分 回答 Ｈ９年度 前年度比 Ｈ１０年度 前年度比 回答 Ｈ1１年度

事業者数 実績額 H９/H８ 修正計画額 H10/H９ 事業者数 計画額

通信産業全体 1,031 4,463,658 -9.3 4,485,336 0.5 913 1,535,457

電気通信事業 497 4,177,362 -4.4 4,213,924 0.9 419 1,384,999

放送事業(含むNHK) 534 286,296 -48.0 271,412 -5.2 494 150,458

      表 2-1　　通信産業全体　設備投資額総括表

図２-１　設備投資額推移
通信産業全体
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［電気通信事業］
　電気通信事業の平成９年度実績額は４９７社で４兆１，７７４億円であり、対前年度
比４．４％減となっている。また、平成１０年度修正計画額は４兆２，１３９億円であ
り、対前年度比０．９％増となっている。
第一種電気通信事業の平成９年度実績額は１４９社で３兆９，６４９億円であり、対
前年度比３．８％減となっている。また、平成10年度修正計画額は３兆９，２６７億円
であり、対前年度比１．０％減となっている。第一種電気通信事業のうちＮＣＣについ
てみると、平成９年度実績額は対前年度比２．５％減であるが、平成１０年度修正計画
額は４．８％増となる見込みである。
ＮＣＣ等（ＮＴＴを除く。）の設備投資額は、平成８年度以降ＮＴＴを上回っており、
第一種電気通信事業全体に対する設備投資額割合は、平成８年度５１．７％、平成９年
度５２．４％、平成１０年度には５５．４％と年々増大している。
 第二種電気通信事業の平成９年度実績額は、特別第二種電気通信事業が３４社で１７
７億円、対前年度比３８．６％減であり、一般第二種電気通信事業が３１４社で１,９
４８億円、対前年度比１０．５％減となっている。また、平成１０年度修正計画額は、
特別第二種電気通信事業が１８９億円、対前年度比６．７％増であり、一般第二種電気
通信事業が２,６８４億円、対前年度比３７．８％増となっている。

図２-２A　設備投資額推移
電気通信事業
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＜電気通信事業＞ （社、百万円、％）

区分 回答 Ｈ９年度 前年度比 Ｈ10年度 前年度比 回答 Ｈ11年度

事業者数 実績額 H9/H8 修正計画額 H10/H9 事業者数 計画額

第一種電気通信事業 149 3,964,905 -4 3,926,707 -1.0 115 1,363,136

ＮＴＴ 1 1,886,969 -5 1,750,000 -7.3 0

ＮＣＣ等 148 2,077,936 -2 2,176,707 4.8 115 1,363,136

第二種電気通信事業 348 212,457 -14 287,217 35.2 304 21,863

特別第二種電気通信事業 34 17,677 -39 18,860 6.7 22 6,895

一般第二種電気通信事業 314 194,780 -11 268,357 37.8 282 14,968

合計 497 4,177,362 -4 4,213,924 0.9 419 1,384,999

ＮＴＴを除く 496 2,290,393 -4 2,463,924 7.6 419 1,384,999

注１ ＮＣＣ等は、ＮＴＴ以外の第一種電気通信事業者である（以下同じ）。

注２ 特別第二種及び一般第二種は、現行電気通信事業法施行規則による（以下同じ）。

注３ 調査時点（平成１０年１２月）では、ＮＴＴの平成１１年度計画額は未定。

        表2-2A　　設備投資額総括表
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［放送事業］
　放送事業全体（ＮＨＫを含む）の平成９年度実績額は５３４社で２，８６３億円であ
り、対前年度比４８．０％減となっている。また、平成１０年度修正計画額は２，７１
４億円であり、対前年度比５．２％減となっている。
放送事業（民放）の平成９年度実績額は３４１社で１，２４８億円であり、対前年

度比７０．０％減となっている。一部大手事業者による大型の設備投資が一巡したこと
から大きく減少している。また、平成１０年度修正計画額は１，２８０億円であり、対
前年度比２．６％増となっている。
ケーブルテレビ事業の平成９年度実績額は１９２社で９９７億円であり、対前年度

比３７．４％増となっている。また、平成１０年度修正計画額は８２２億円であり、対
前年度比１７．５％減となっている。

表2-2B　　設備投資額総括表

＜放送事業＞ （社、百万円、％）

区分 回答 Ｈ９年度 前年度比 Ｈ１０年度 前年度比 回答 Ｈ11年度

事業者数 実績額 H９/H８ 修正計画額 H10/H９ 事業者数 計画額

放送事業（民放） 341 124,784 -69.9 128,032 2.6 303 85,473

地上系 282 117,766 -71.2 118,285 0.4 248 81,359

衛星系 59 7,018 45.7 9,747 38.9 55 4,114

ケーブルテレビ事業 192 99,657 37.4 82,220 -17.5 191 64,985

合計 533 224,441 -53.9 210,252 -6.3 494 150,458

日本放送協会 1 61,855 -1.8 61,160 -1.1 0

534 286,296 -47.9 271,412 -5.2 495 150,458

注 調査時点（平成１０年１２月）では、ＮＨＫの平成１１年度計画額は未定。

総合計

図２-２B　設備投資額推移
放送事業
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２　経営状況等

（１）業界景気動向
各業種とも、平成１１年度では上昇への期待感が見られる。

［電気通信事業］
　第一種電気通信事業では、「新サービス開始に伴う需要増加」、「営業力強化に伴う
需要増加」等による上昇への期待感がある。
　特別第二種電気通信事業及び一般第二種電気通信事業では、「国内景気の回復」、
「営業力強化に伴う需要増加」等による上昇への期待感がある。
　

［放送事業］
　放送事業（民放）では、「国内景気の回復」、「個人消費の増加」等による上昇への
期待感がある。
　ケーブルテレビ事業では、「エリア拡大に伴う需要増加」、「営業力強化に伴う需要
増加」等による上昇への期待感が見られる。

図２-３　業界景気の見通しの推移
業界景気判断指標
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        注１：業界景気の判断指標とは、「上昇と判断した事業者の割合」－「下降と
　　        　判断した事業者の割合」である。H9年度下期以前については、前回までの調査の数値
         注２：Ｈ10年度上期以降特別第二種及び一般第二種は、現行電気通信事業法施行規則による
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（２）経常損益

　　各業種とも、平成１０年度と比べて平成１１年度には改善する見通しとなっている。

［電気通信事業］
　第一種電気通信事業では、若干の改善を見込んでいる。
　特別第二種電気通信事業では、大幅な改善を見込んでいる。
　一般第二種電気通信事業では、特別第二種電気通信事業に次ぐ改善を見込んでいる。

［放送事業］
　放送事業（民放）では、改善を見込んでいるが、厳しい見方をとっている。
　ケーブルテレビ事業では、改善が進むと見込まれている。

図２－４　経常損益の改善指標
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      判断した事業者の割合」である。平成８年度以前については、前回までの調査数値
注２：平成9年度以降特別第二種及び一般第二種は、現行電気通信事業法施行規則による
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３　事業者が挙げた経営上の問題点

［電気通信事業］
　第一種電気通信事業では、「設備投資の負担過大」（５６．４％）と「過当競争によ
るサービス提供料金の低下」（５２．６％）を問題点として挙げる事業者が多く、次い
で「顧客獲得が困難」（４６．６％）、「回線使用料の負担過大」（３８．３％）の順
となっている。
　特別第二種電気通信事業では、「過当競争によるサービス提供料金の低下」（７７．
１％）、「回線使用料の負担過大」（６２．９％）を問題点として挙げる事業者が特に
多く、次いで「設備投資の負担過大」（４０．０％）となっている。
　一般第二種電気通信事業では、「過当競争によるサービス提供料金の低下」（４０．
７％）、「顧客獲得が困難」（３７．３％）、「回線使用料の負担過大」（３１．
５％）の順となっている。

［放送事業］
　放送事業（民放）では、「広告宣伝料収入が思うように入らない」（６０．６％）、
「番組ソフトの制作費・購入費負担が大きい」（４８．３％）、「設備投資の負担過
大」（３７．４％）の順となっている。
ケーブルテレビ事業では、「設備投資の負担過大」（７０．０％）が特に多く、次い

で、「顧客獲得が困難」（５３．５％）、「道路占有料・電柱共架料負担が大きい」
（４７．０％）の順となっている。
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図２-５　経営上の問題点
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Ⅲ　　調　査　結　果Ⅲ　　調　査　結　果Ⅲ　　調　査　結　果Ⅲ　　調　査　結　果

１　設備投資動向（工事ベース）

（１）電気通信事業

ア　設備投資額
　電気通信事業の平成９年度実績額は４９７社で４兆１,７７４億円であり、対前年度
比4.4%減となっている。
　平成１０年度修正計画額は４９７社で４兆２,１３９億円であり、対前年度比0.9%増
と見込まれている。

(ｱ) 第一種電気通信事業
　第一種電気通信事業の平成９年度実績額は１４９社で３兆９,６４９億円であり、
対前年度比３．８%減となっている。平成１０年度修正計画額は３兆９,２６７億円で
あり、対前年度比1.0%減と見込まれている。平成１０年度は前年度に比べ、ＮＴＴの
設備投資が減少することなどから低い伸び率となった。また、前回調査での当初計画
額３兆９,４２３億円より０．４％の下方修正となっている。
　ＮＣＣ等（ＮＴＴを除く。以下同じ）の平成９年度実績額は２兆７７９億円であり、
対前年度比2.5%減となっている。平成１０年度修正計画額は２兆１,７６７億円であ
り、対前年度比４．８％増の見込である。また、第一種電気通信事業全体に占める比
率が平成９年度実績で５２．４%とＮＴＴの設備投資額合計を上回り、平成１０年度
においては５５．４%に増大している。
ＮＣＣ等の設備投資額を業務形態別に見ると、平成９年度は前年度に比べ、｢長距

離･国際系｣の伸び３５．５％と大きく、平成１０年度は、｢ＮＴＴ移動通信網㈱他８
社｣が３８．６％、「携帯電話等」が３０．４％と大きく伸びる見込みである。

(ｲ) 第二種電気通信事業
Ａ　特別第二種電気通信事業
　特別第二種電気通信事業の平成９年度実績額は、３４社で１７７億円、対前年
度比３８．６％減であるが、平成１０年度修正計画額は３４社で１８９億円、対
前年度比６．７％増となる見込みである。

Ｂ　一般第二種電気通信事業
　一般第二種電気通信事業の平成９年度実績額は、３１４社で１,９４８億円、対
前年度比１０．５％減となっている。平成１０年度修正計画額は、２,６８４億円、
対前年度比３７．８％増と前年度を大きく上回る増加となる見込みである。

＜電気通信事業＞ （社、百万円、％）

　区　　　分 回　答 Ｈ９年度 前年度比 Ｈ１０年度 前年度比 回　答 Ｈ１１年度

事業者数 実績額 構成比 H９/H８ 修正計画額 構成比 H１０/H９ 事業者数 計画額 構成比

第一種電気通信事業 149 3,964,905 94.9 -3.8 3,926,707 93.2 -1.0 115 1,363,136 98.4
NTT 1 1,886,969 45.2 -5.2 1,750,000 41.5 -7.3 0
NCC等 148 2,077,936 49.7 -2.5 2,176,707 51.7 4.8 115 1,363,136 98.4

第二種電気通信事業 348 212,457 5.1 -13.8 287,217 6.8 35.2 304 21,863 1.6
特別第二種 34 17,677 0.4 -38.6 18,860 0.4 6.7 22 6,895 0.5
一般第二種 314 194,780 4.7 -10.5 268,357 6.4 37.8 282 14,968 1.1
合計 497 4,177,362 100.0 -4.4 4,213,924 100.0 0.9 419 1,384,999 100.0
NTTを除く 496 2,290,393 54.8 -3.7 2,463,924 58.5 7.6 419 1,384,999 100.0

注　調査時点（平成１０年１２月）では、ＮＴＴの平成１１年度計画額は未定。

表3-1A　　設備投資額総括表
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（社、百万円、％）

区　　　分 回答 Ｈ９年度 前年度 Ｈ１０年度 前年度 回答 Ｈ１１年度

事業者数 実績額 構成比 比 修正計画額 構成比 比 事業者数 計画額 構成比

長距離・国際系 6 306,948 14.8 35.5 351,709 16.2 14.6 1 94,595 6.9

衛星系 5 34,240 1.6 -19.5 27,905 1.3 -18.5 4 22,386 1.6

地域系 45 262,547 12.6 -3.8 177,616 8.2 -32.3 38 117,584 8.6

携帯電話等 25 498,626 24.0 -16.3 655,637 30.1 31.5 19 347,753 25.5

無線呼出 39 19,147 0.9 -60.2 7,078 0.3 -63.0 29 4,687 0.3

ＰＨＳ 19 227,063 10.9 1.1 115,872 5.3 -49.0 18 49,942 3.7

ＮＴＴ移動通信網（株）他８社 9 729,365 35.1 3.2 840,890 38.6 15.3 6 726,189 53.3

合計 148 2,077,936 100 -1.9 2,176,707 100 4.8 115 1,363,136 100

注：平成１０年度修正計画額及び平成１１年度計画額のＮＴＴ移動通信網（株）他８社には、ＰＨＳ事業の設備投資を含む。

表3-1B　　ＮＣＣ等の設備投資額

イ　投資目的別構成比

(ｱ) 第一種電気通信事業
　第一種電気通信事業の投資目的別構成比は、｢需要増加に対処｣が各年度を通じて約
８０％と大部分を占めている。特に、｢新サービスの開始｣が増加しており、事業の拡
大とサービスメニューの多様化が活発になっているものと推測される。

(ｲ) 第二種電気通信事業
Ａ　特別第二種電気通信事業
　特別第二種電気通信事業では、毎年度、｢需要増加に対処｣が過半数を占めてお
り、中でも｢サービスエリアの拡大｣が大きい。。

Ｂ　一般第二種電気通信事業
　一般第二種電気通信事業では、｢需要増加に対処｣が一番高いものの特別第二種
電気通信事業に比べると低くなっている。
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表3-2A　　投資目的別構成比
＜第一種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ１０年度
投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

117社 116社 127社 121社
需要増加に対処等 87.5 84.1 78.0 86.5 88.0 84.2 79.0

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 22.9 28.2 28.0 30.9 40.4 35.9 31.8
うち新サービスの開始 2.3 6.4 8.8 10.3 17.4 23.2 23.2
うち当該事業の開始 16.4 12.8 14.1 19.2 11.5 7.1 6.4

ＩＳＤＮ化に対処 0.3 - - - - - -
ＯＳＩ化に対処 0.0 - - - - - -
維持・補修 1.7 3.4 2.4 0.9 0.9 2.2 3.1
更新（老朽代替） 3.0 1.5 4.0 2.6 2.6 3.0 2.5
研究開発 1.1 0.3 0.6 0.3 0.3 0.4 0.4
合理化・省力化 2.4 4.5 2.6 2.3 0.5 2.6 3.5
安全・信頼性の向上 1.2 1.0 2.4 2.9 1.1 3.5 6.0
その他 2.8 5.2 10.0 4.5 6.6 4.1 5.7

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
デジタル化関連（再掲） - - - 56.0 62.3 62.6 63.8
注：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査
の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）

表3-2B　　投資目的別構成比
＜特別第二種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ１０年度
投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

29社 25社 23社 23社
需要増加に対処等 67.3 70.4 64.1 58.5 71.5 63.5 60.4

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 17.6 26.0 17.2 19.6 13.6 23.3 22.2
うち新サービスの開始 5.5 20.0 18.1 9.6 22.5 15.7 12.0
うち当該事業の開始 12.3 0.8 0.7 9.7 12.2 13.0 14.8

ＩＳＤＮ化に対処 4.2 - - - - - -
ＯＳＩ化に対処 0.6 - - - - - -
維持・補修 5.2 5.0 6.7 6.8 4.0 5.6 9.9
更新（老朽代替） 5.3 3.1 5.1 11.1 7.6 10.5 9.0
研究開発 1.1 1.3 3.3 2.0 1.2 1.5 2.6
合理化・省力化 3.4 9.3 6.9 4.8 8.0 7.0 8.6
安全・信頼性の向上 8.7 8.3 12.3 10.5 5.3 5.3 6.3
その他 4.2 2.6 1.6 6.3 2.4 6.6 3.2

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
デジタル化関連（再掲） - - - 10.0 3.0 66.7 80.0
注：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査
の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）
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表3-2C　　投資目的別構成比
＜一般第二種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ１０年度
投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

142社 163社 219社 225社
需要増加に対処等 54.1 50.9 50.0 60.7 59.6 50.0 44.7

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 15.2 12.6 11.9 10.6 12.6 14.2 13.9
うち新サービスの開始 12.5 11.5 13.8 16.3 13.7 13.4 13.2
うち当該事業の開始 9.1 10.6 13.4 23.4 26.9 13.7 9.3

ＩＳＤＮ化に対処 4.3 - - - - - -
ＯＳＩ化に対処 0.2 - - - - - -
維持・補修 12.8 13.4 16.3 8.7 9.0 12.3 13.8
更新（老朽代替） 5.6 11.9 8.1 10.1 8.0 13.0 14.5
研究開発 5.1 6.4 8.0 6.3 4.5 4.9 6.0
合理化・省力化 6.9 9.6 7.4 7.1 10.0 7.7 5.9
安全・信頼性の向上 4.8 3.6 2.6 2.7 3.5 5.8 7.6
その他 6.2 4.2 7.6 4.4 5.4 6.3 7.4

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
デジタル化関連（再掲） - - - 60.7 57.2 41.8 47.5
注：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査
の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）
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ウ　投資項目別構成比

(ｱ) 第一種電気通信事業
　第一種電気通信事業の投資項目別構成比は、｢伝送設備(回線終端装置、加入者収容
装置、移動通信の基地局設備等)｣、｢交換設備｣、｢伝送路設備(伝送路を構成する通信
線路、菅路等)｣の順となっている。

(ｲ) 第二種電気通信事業
Ａ　特別第二種電気通信事業
　特別第二種電気通信事業では、「交換機」の割合が最も高く、次いで｢端末装
置｣、「コンヒュータ」となっている。

Ｂ　一般第二種電気通信事業
　一般第二種電気通信事業では、｢コンピュータ｣が最も高く、次いで｢端末設備｣
となっている。

表3-3A　　投資項目別構成比
＜第一種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度
投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

118社 117社 128社 121社
伝送路設備 31.9 29.5 20.3 16.8 11.6 16.5 17.4
うち中継系伝送路設備 3.2 4.3 3.7 4.0 2.2 7.6 6.8
うち端末系伝送路設備 26.3 24.0 15.3 11.9 7.7 6.1 6.6

通信衛星設備 1.4 1.2 1.7 1.7 2.1 1.4 2.3
伝送設備 20.3 26.5 32.0 45.1 46.3 39.7 31.1
うち基地局設備 8.4 14.2 24.3 37.1 35.9 31.1 24.3

交換設備 10.8 5.3 9.9 14.9 18.9 18.5 21.0
コンピュ－タ 4.9 4.5 4.7 3.4 4.0 7.0 8.9
端末設備 10.6 12.2 10.9 4.1 2.6 2.5 3.4
電源設備 2.2 3.4 3.1 3.2 3.1 2.5 4.1
建物、構築物 11.1 6.3 7.0 5.3 4.2 4.8 4.1
土地の取得（注２） - 1.9 1.0 0.6 1.4 0.7 0.4
その他 6.8 9.2 9.4 4.9 5.8 6.3 7.3

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
光ファイバー関連設備（再掲） - - - 21.1 22.6 23.0 19.8
うち光ﾌｧｲﾊﾞｹｰﾌﾞﾙ（再掲） - - - 16.5 18.7 16.3 15.1

注１：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査の数値
　　　（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）
注２：Ｈ５～Ｈ1０年度については「建物、構築物」及び「土地の取得」に区分
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表3-3B　　投資項目別構成比
＜特別第二種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度
投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

30社 23社 22社 21社
交換機 13.9 11.2 14.2 10.6 10.7 16.6 18.0
多重化装置 9.7 7.8 11.5 12.3 9.0 10.8 11.8
集線装置 6.8 6.8 10.1 9.5 10.7 8.9 7.1
コンピュ－タ 19.9 19.3 20.0 18.0 14.7 13.9 17.6
端末設備 8.6 11.6 14.0 12.5 18.4 15.8 16.8
電源設備 5.6 9.6 7.5 9.9 4.6 10.9 11.8
建物、構築物 12.2 6.7 6.2 10.7 8.0 6.0 4.6
土地の取得（注２） - 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他 23.3 25.2 16.5 16.5 23.9 17.1 12.3

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
注１：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査の数値
注２：Ｈ５～Ｈ1０年度については「建物、構築物」及び「土地の取得」に区分

表3-3C　　投資項目別構成比
＜一般第二種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度
投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

141社 158社 212社 216社
交換機 8.6 9.1 5.7 6.4 7.9 9.6 7.7
多重化装置 8.6 8.7 6.1 7.1 5.9 4.2 4.0
集線装置 3.0 2.9 2.3 3.8 3.2 4.1 3.4
コンピュ－タ 31.2 36.6 42.5 39.9 42.6 43.8 44.8
端末設備 21.2 22.5 23.4 20.1 18.3 16.7 18.4
電源設備 5.4 3.9 4.1 2.6 4.3 2.7 4.0
建物、構築物 7.5 4.2 2.7 4.4 8.8 4.1 4.0
土地の取得（注２） - 0.6 0.1 1.0 0.1 1.5 0.4
その他 14.5 11.5 13.1 14.7 8.9 13.3 13.3

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
注１：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査の数値
注２：Ｈ５～Ｈ1０年度については「建物、構築物」及び「土地の取得」に区分
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（２）放送事業

ア　設備投資額
　放送事業の平成９年度実績額は、５３３社で２,２４４億円であり、対前年度比５３．
９％減(ＮＨＫを含めると２,８６３億円、４７．９％減)となっている。平成１０年度
修正計画額は、２,１０３億円、対前年度比６．３％減(ＮＨＫを含めると２,７１４億
円、５．２%減)となる見込みである。

(ｱ) 放送事業（民放）
　放送事業(民放)の平成９年度実績額は、３４１社で１,２４８億円であり、対前年
度比６９．９％減となっている。平成１０年度修正計画額は、１,２８０億円、対前
年度比２．６％増となる見込みである。平成９年度の大幅な減少は、平成８年度に本
社社屋の移転、移転用地取得を行った事業者による多額の設備投資が大きく影響して
いる。
　放送事業(民放)のうち、衛星系事業者についてみると、平成９年度実績では対前年
度比４５．７％増と大幅な増加となっており、平成１０年度修正計画でも対前年度比
３８．９％増と高く伸びる見込みとなっている。

(ｲ) ケーブルテレビ事業
　ケーブルテレビ事業の平成９年度実績額は、１９２社で９９７億円であり、対前年
度比３７．４％増となっているが、平成１０年度修正計画額は、８２２億円、対前年
度比１７．５％減となる見込みである。

表2-2B　　設備投資額総括表

＜放送事業＞ （社、百万円、％）

区分 回答 Ｈ９年度 前年度比 Ｈ１０年度 前年度比 回答 Ｈ11年度

事業者数 実績額 H９/H８ 修正計画額 H10/H９ 事業者数 計画額

放送事業（民放） 341 124,784 -69.9 128,032 2.6 303 85,473

地上系 282 117,766 -71.2 118,285 0.4 248 81,359

衛星系 59 7,018 45.7 9,747 38.9 55 4,114

ケーブルテレビ事業 192 99,657 37.4 82,220 -17.5 191 64,985

合計 533 224,441 -53.9 210,252 -6.3 494 150,458

日本放送協会 1 61,855 -1.8 61,160 -1.1 0

534 286,296 -47.9 271,412 -5.2 495 150,458

注 調査時点（平成１０年１２月）では、ＮＨＫの平成１１年度計画額は未定。

総合計
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イ　投資目的別構成比

(ｱ) 放送事業（民放）
　放送事業（民放）の投資目的別構成比は、｢更新(老朽代替)｣、｢需要増加に対処｣、
｢番組制作力の向上｣の順となっている。
　ＢＳ･ＣＳ放送事業では、｢需要増加に対処｣、中でも｢当該事業の開始｣が多く、新
規事業者の参入が進んでいることがうかがえる。また、｢需要増加に対処｣につづき
｢番組制作力の向上｣の割合が大きい。

(ｲ) ケーブルテレビ事業
　ケーブルテレビ事業は、放送事業(民放)と異なり事業開始後も施設の拡充等を逐次
行う事業者が多いことを反映して、｢需要増加に対処｣の割合が最も高く、中でも
｢サービスエリアの拡大｣の割合が大きい。

表3-5A　　投資目的別構成比
＜放送事業（民放）＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ１０年度
投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

212社 243社 249社 251社

需要増加に対処等 21.7 19.8 17.7 21.3 26.3 23.2 21.0

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 11.7 9.9 8.9 9.2 6.4 6.4 6.9

うち新サービスの開始 0.7 1.9 1.6 4.4 3.0 4.5 5.3

うち当該事業の開始 7.5 6.4 5.9 7.1 15.2 10.8 6.5

番組製作力の向上 22.8 22.8 25.6 19.9 21.3 20.2 22.2

維持・補修 10.4 11.4 10.0 11.2 9.3 11.7 10.7

更新（老朽代替） 30.7 32.3 32.4 29.8 26.1 30.1 31.0

研究開発 0.3 0.2 0.8 0.2 0.6 0.3 0.7

合理化・省力化 5.9 4.5 4.7 5.7 4.3 5.7 6.8
その他 8.2 9.0 8.8 11.9 12.1 8.7 7.7

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 22.1 18.4 20.6 28.1
注：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査
の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）
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表3-5B　　投資目的別構成比
＜放送事業（民放）･････ＢＳ・ＣＳ及びコミュニティ放送を除く＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ１０年度
投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

178社 180社 178社 179社

需要増加に対処等 - - - 14.6 13.4 13.0 11.7

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 - - - 8.2 6.5 7.8 6.7

うち新サービスの開始 - - - 3.6 1.9 2.5 2.0

うち当該事業の開始 - - - 2.6 4.2 2.4 2.3

番組製作力の向上 - - - 21.5 22.0 21.7 21.1

維持・補修 - - - 12.2 11.9 11.0 11.1

更新（老朽代替） - - - 34.7 34.6 40.4 42.3

研究開発 - - - 0.3 0.9 0.3 0.9

合理化・省力化 - - - 5.1 4.5 6.6 6.4
その他 - - - 11.6 12.7 7.1 6.4

合計 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 22.1 16.0 20.9 27.1
注：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査
の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）

表3-5C　　投資目的別構成比
＜放送事業（民放）･････うちＢＳ・ＣＳ放送＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ１０年度
投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

14社 17社 24社 32社

需要増加に対処等 - - - 34.1 57.5 42.8 53.5

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 - - - 2.9 0.0 0.0 0.0

うち新サービスの開始 - - - 14.3 14.4 10.0 24.5

うち当該事業の開始 - - - 9.9 41.2 29.4 27.1

番組製作力の向上 - - - 17.1 22.5 19.1 18.7

維持・補修 - - - 14.1 4.9 5.1 4.7

更新（老朽代替） - - - 2.1 0.0 3.3 1.5

研究開発 - - - 0.4 0.1 0.4 0.3

合理化・省力化 - - - 14.3 4.9 4.9 4.7
その他 - - - 17.9 10.1 24.4 16.6

合計 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 43.0 57.5 23.6 56.3
注：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査
の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）

表3-5D 　投資目的別構成比
＜ケーブルテレビ事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ１０年度
投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

201社 181社 190社 195社

需要増加に対処等 83.5 80.1 75.5 74.8 78.6 78.7 77.9

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 49.8 52.5 51.3 54.9 56.0 59.4 58.0

うち新サービスの開始 4.3 5.2 8.3 4.7 3.4 4.2 4.6

うち当該事業の開始 18.0 14.7 5.3 6.3 9.3 6.3 3.6

番組製作力の向上 5.1 4.0 5.2 3.4 3.0 2.5 2.5

維持・補修 4.2 8.5 8.8 8.1 8.4 7.4 8.5

更新（老朽代替） 2.6 4.3 5.0 9.1 5.3 4.9 5.1

研究開発 0.3 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2

合理化・省力化 1.2 1.0 1.0 1.2 1.4 0.4 0.7
その他 3.1 2.0 4.4 3.3 3.2 6.0 5.2

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 0.0 4.9 4.8 5.3
注：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査
の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）
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ウ　投資項目別構成比

(ｱ) 放送事業（民放）
　放送事業(民放)の投資項目別構成比では、スタジオ設備を主な内容とした｢親局設
備｣が最も大きい。

(ｲ) ケーブルテレビ事業
　ケーブルテレビ事業では、サービスエリア拡大などのためのケーブル敷設を中心と
した｢伝送路設備｣が特に高い割合となっている。

表3-6A　　投資項目別構成比
＜放送事業（民放）＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画
212社 240社 249社 251社

親局設備 54.2 57.2 58.3 55.7 57.7 57.8 60.9

うちスタジオ設備 36.5 38.7 40.1 36.6 40.6 38.0 39.6

うち送信設備 16.0 16.7 15.5 17.4 15.7 15.9 17.1

中継局設備 17.9 19.8 17.6 16.1 10.9 10.7 9.6

建物、構築物 15.7 12.8 11.5 11.9 14.0 12.5 10.2

土地の取得 3.2 1.1 1.6 1.5 3.0 2.4 2.2

その他 9.0 9.1 11.0 14.8 14.4 16.6 17.1

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

難視聴対策関連設備（再掲） - - - 8.9 11.0 5.7 10.5
注１：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査の数値
（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）

表3-6B　　投資項目別構成比
＜放送事業（民放）･････ＢＳ・ＣＳ及びコミュニティ放送を除く＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画
178社 178社 180社 182社

親局設備 - - - 54.3 53.5 54.4 59.6

うちスタジオ設備 - - - 37.2 38.7 37.1 39.8

うち送信設備 - - - 15.1 13.3 14.2 15.1

中継局設備 - - - 18.1 14.2 13.8 12.9

建物、構築物 - - - 12.0 14.2 13.4 10.0

土地の取得 - - - 1.8 4.0 3.4 2.4

その他 - - - 13.8 14.1 15.0 15.2

合計 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0

難視聴対策関連設備（再掲） - - - 9.3 11.7 6.5 8.0
注１：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査の数値
（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）
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表3-6C　　投資項目別構成比
＜放送事業（民放）･････うちＢＳ・ＣＳ放送＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画
13社 17社 22社 31社

親局設備 - - - 49.3 63.0 47.3 52.2

うちスタジオ設備 - - - 30.5 20.8 34.0 27.8

うち送信設備 - - - 16.8 36.0 12.2 20.0

中継局設備 - - - 7.7 0.0 0.0 0.5

建物、構築物 - - - 3.2 8.5 12.2 14.3

土地の取得 - - - 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 - - - 39.8 28.5 40.5 33.1

合計 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0

難視聴対策関連設備（再掲） - - - 0.0 0.0 0.0 20.0
注１：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査の数値
（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）

表3-6D　　投資項目別構成比
＜ケーブルテレビ事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度
投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

200社 179社 188社 194社

センター設備 17.4 12.5 13.9 11.9 10.7 10.5 11.8

うちスタジオ設備 4.8 3.5 4.8 3.3 2.9 3.6 2.6

伝送路設備 70.9 77.4 79.0 77.9 79.2 77.3 79.3

うちケーブル等地中化 2.1 1.5 3.9 2.9 2.1 2.6 3.5

建物、構築物 5.9 4.2 2.0 4.0 4.0 5.1 3.8

土地の取得 1.5 0.9 0.6 0.6 0.6 1.2 0.4

その他 4.3 5.0 4.5 5.6 5.6 5.9 4.7

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.1 100.0 100.0

光ファイバー関連設備（再掲） - - - 16.0 20.1 16.2 19.2

うち光ﾌｧｲﾊﾞｹｰﾌﾞﾙ（再掲） - - - 13.7 0.0 13.1 16.2
注１：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査の数値
（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）
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（３）地方別設備投資額（第一種電気通信事業のみ）
第一種電気通信事業の地方別設備投資額は、２ケ年とも「東京地方」と｢関東地方｣で
全体の約５割又は６割を占めている。

表3-7A　　地方別　設備投資額（第一種電気通信事業）
＜投資総額＞

地 方 別 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 平均構成比

実績額 構成比 修正計画額 構成比 構成比

北 海 道 地 方 103,512 3.7 14,650 1.3 3.0
東 北 地 方 190,141 6.7 42,928 3.9 5.9
関東地方（除東京） 735,363 26.0 533,770 48.7 32.3
東 京 地 方 585,267 20.7 124,528 11.4 18.1
信 越 地 方 87,633 3.1 49,902 4.6 3.5
北 陸 地 方 59,660 2.1 29,654 2.7 2.3
東 海 地 方 262,326 9.3 59,876 5.5 8.2
近 畿 地 方 269,888 9.5 26,089 2.4 7.5
中 国 地 方 172,294 6.1 68,654 6.3 6.1
四 国 地 方 110,849 3.9 42,885 3.9 3.9
九州地方（除沖縄） 231,535 8.2 55,024 5.0 7.3
沖 縄 地 方 5,812 0.2 5,178 0.5 0.4
本 邦 外 15,574 0.6 42,698 3.9 1.5
区 分 不 明 321,837 (10.2) 1,764,868 (61.7) 34.7

合　　計 3,151,691 100 2,860,704 100 100.0

（Ｎ＝　１２９社）
　注：構成比の算出にあたっては、区分不明を除外し、また、平均構成比は
　　  ２年間の合計額により算出した。

　　　　    　　 　表3-7B　　地方別　設備投資額（ＮＣＣ）
＜投資総額＞

地 方 別 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 平均構成比

実績額 構成比 修正計画額 構成比 構成比

北 海 道 地 方 28,537 2.3 14,650 1.3 1.9
東 北 地 方 57,444 4.7 42,928 3.9 4.3
関東地方（除東京） 195,063 15.9 533,770 48.7 31.4
東 京 地 方 585,267 47.7 124,528 11.4 30.6
信 越 地 方 26,741 2.2 49,902 4.6 3.3
北 陸 地 方 21,506 1.8 29,654 2.7 2.2
東 海 地 方 86,938 7.1 59,876 5.5 6.3
近 畿 地 方 33,055 2.7 26,089 2.4 2.5
中 国 地 方 67,709 5.5 68,654 6.3 5.9
四 国 地 方 39,002 3.2 42,885 3.9 3.5
九州地方（除沖縄） 64,113 5.2 55,024 5.0 5.1
沖 縄 地 方 5,812 0.5 5,178 0.5 0.5
本 邦 外 15,574 1.3 42,698 3.9 2.5
区 分 不 明 37,961 (3.0) 14,868 (1.3) (2.2)

合　　計 1,264,722 100.0 1,110,704 100.0 100.0

（Ｎ＝  １２７社）
　注：構成比の算出にあたっては、区分不明を除外し、また、平均構成比は
　　  ２年間の合計額により算出した。
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２　長期資金調達・運用状況（支払・純増減・全社ベース）

（１）電気通信事業(第一種電気通信事業)
平成１０年度修正計画額では、運用・調達の合計額が前年度と比べて大幅に増加して

いるが、調達では、特に、｢株式｣が増加となっている。

表2-3A　　長期資金調達・運用状況
＜第一種電気通信事業＞  （百万円、％）

回答事業者数（118社）
対前年度

項目 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 増減額
     実績額             修正計画額 H10-H9

運 取得設備投資所要資金 3,794,581 3,643,405 -151,176
投融資 156,207 574,113 417,906

用 短期資金への振替 -128,069 907,863 1,035,932
合計 3,822,719 5,125,381 1,302,662

株式 45,215 1,286,731 1,241,516
社債 168,979 129,020 -39,959

調 借入金 688,867 683,525 -5,342
政府系金融機関 148,335 170,623 22,288
民間金融機関 427,906 165,262 -262,644

達 その他 25,688 318,473 292,785
内部資金 2,919,658 3,026,105 106,447

うち減価償却 2,313,891 2,422,985 109,094

表2-3B　　長期資金調達・運用状況
＜第一種電気通信事業・・・ＮＣＣのみ＞  （百万円、％）

回答事業者数（117社）
対前年度

項目 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 増減額
     実績額             修正計画額 H10-H9

運 取得設備投資所要資金 1,760,402 1,893,405 133,003
投融資 60,995 474,113 413,118

用 短期資金への振替 28,551 920,963 892,412
合計 1,849,948 3,288,481 1,438,533

株式 45,215 1,286,731 1,241,516
社債 57,030 219,020 161,990

調 借入金 833,213 683,525 -149,688
政府系金融機関 139,930 170,623 30,693
民間金融機関 580,657 165,262 -415,395

達 その他 25,688 318,473 292,785
内部資金 914,490 1,099,205 184,715

うち減価償却 743,122 921,985 178,863
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（２）放送事業
　平成１０年度修正計画額では、運用・調達の合計額が前年度と比べて大幅に減少して
いるが、調達では、特に、｢株式｣が減少となっている。

表2-3C　　長期資金調達・運用状況
＜放送事業（民放）＞  （百万円、％）

回答事業者数（241社）
対前年度

項目 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 増減額
     実績額             修正計画額 H10-H9

運 取得設備投資所要資金 129,940 119,365 -10,575
投融資 33,461 32,254 -1,207

用 短期資金への振替 112,093 52,769 -59,324
合計 275,494 204,388 -71,106

株式 151,377 4,794 -146,583
社債 -475 36,785 37,260

調 借入金 -41,031 26,930 67,961
政府系金融機関 3,808 3,825 17
民間金融機関 -50,290 9,665 59,955

達 その他 5,470 11,644 6,174
内部資金 165,623 135,879 -29,744

うち減価償却 78,662 82,549 3,887

表2-3D　　長期資金調達・運用状況
＜ケーブルテレビ事業＞  （百万円、％）

回答事業者数（174社）
対前年度

項目 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 増減額
     実績額             修正計画額 H10-H9

運 取得設備投資所要資金 84,299 60,478 -23,821
投融資 655 834 179

用 短期資金への振替 6,909 13,646 6,737
合計 91,863 74,958 -16,905

株式 16,985 10,397 -6,588
社債 0 150 150

調 借入金 49,059 40,574 -8,485
政府系金融機関 18,350 13,962 -4,388
民間金融機関 20,980 19,266 -1,714

達 その他 7,930 6,904 -1,026
内部資金 25,819 23,837 -1,982

うち減価償却 21,475 24,918 3,443
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３　設備の保有状況(電気通信事業)
第一種電気通信事業では、｢交換機｣、｢多重化装置･集線装置｣及び｢端末装置｣の大部分
が買取となっている。また、｢コンピュータ｣の買取比率は、全体で約３分の１であるが、
うち中型コンピュータについては約８割と高くなっている。
特別第二種電気通信事業では、｢多重化装置･集線装置｣及び｢端末装置｣の買取の割合が
大きいが、「交換機」は約４分の１と小さくなっている。
一般第二種電気通信事業では、｢加入者系交換機｣の買取比率が高くなっている。

表3-11A 　設備の保有状況
＜第一種電気通信事業＞ （台、％）

買取 リース・レンタル 合計 設備別
区分

台数 構成比 台数 構成比 台数 構成比
コンピュータ 1,990 32.9 4,059 67.1 6,049 100.0

うち大型 44 58.7 31 41.3 75 1.2
うち中型 236 78.7 64 21.3 300 5.0
うち小型 346 57.8 253 42.2 599 9.9
うち超小型 1,364 26.9 3,711 73.1 5,075 83.9

交換機 5,566 99.5 30 0.5 5,596 100.0
うち中継交換機 678 98.0 14 2.0 692 12.4
うち加入者交換機 4,888 99.7 16 0.3 4,904 87.6

多重化装置・集線装置 16,026 99.9 23 0.1 16,049 100.0
端末装置 68,512 93.1 5,058 6.9 73,570 100.0
注：構成比は取得形態（買取り、リース・レンタル）の比率

表3-11B 　設備の保有状況
＜特別第二種電気通信事業＞ （台、％）

買取 リース・レンタル 合計 設備別
区分

台数 構成比 台数 構成比 台数 構成比
コンピュータ 664 46.7 757 53.3 1,421 100.0

うち大型 42 79.2 11 20.8 53 3.7
うち中型 15 51.7 14 48.3 29 2.0
うち小型 332 53.0 295 47.0 627 44.1
うち超小型 275 38.6 437 61.4 712 50.1

交換機 184 24.6 564 75.4 748 100.0
うち中継交換機 145 40.8 210 59.2 355 47.5
うち加入者交換機 39 9.9 354 90.1 393 52.5

多重化装置・集線装置 6,505 87.1 965 12.9 7,470 100.0
端末装置 3,949 76.5 1,216 23.5 5,165 100.0
注：構成比は取得形態（買取り、リース・レンタル）の比率
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表3-11Ｃ　設備の保有状況
＜一般第二種電気通信事業＞ （台、％）

買取 リース・レンタル 合計 設備別
区分

台数 構成比 台数 構成比 台数 構成比
コンピュータ 15,241 58.7 10,709 41.3 25,950 100.0

うち大型 21 23.3 69 76.7 90 0.3
うち中型 133 25.2 395 74.8 528 2.0
うち小型 4,837 75.2 1,599 24.8 6,436 24.8
うち超小型 10,250 54.2 8,646 45.8 18,896 72.8

交換機 2,976 80.6 718 19.4 3,694 100.0
うち中継交換機 201 38.1 326 61.9 527 14.3
うち加入者交換機 2,775 87.6 392 12.4 3,167 85.7

多重化装置・集線装置 4,864 65.8 2,524 34.2 7,388 100.0
端末装置 7,454 36.0 13,267 64.0 20,721 100.0
注：構成比は取得形態（買取り、リース・レンタル）の比率
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４　設備投資環境等

（１）当該事業をめぐる景気

ア　第一種電気通信事業
業界景気の判断指標は、平成１１年度上期｢－１．０｣に対し、平成１１年度下期｢４．
６｣となっており、やや改善する見通しとなっている。
移動通信事業では、無線呼出を除き、上昇の見通しとなっている。

イ　第二種電気通信事業

(ｱ) 特別第二種電気通信事業
業界景気の判断指標は、平成１１年度上期｢１１．５｣、平成１１年度下期｢２９．
４｣と上昇の見通しとなっている。

(ｲ) 一般第二種電気通信事業
業界景気の判断指標は、平成１１年度上期｢－０．９｣に対し、平成１１年度下期
｢１２．４｣と上昇の見通しとなっている。

ウ　放送事業

(ｱ) 放送事業(民放)
　業界景気の判断指標は、平成１１年度上期が｢－３３．２｣と厳しいが、平成１１年
度下期は｢５．８｣と改善する見通しとなっている。

(ｲ) ケーブルテレビ事業
業界景気の判断指標は、平成１１年度上期｢５．０｣、平成１１年度下期｢２３．５｣
と上昇の見通しとなっている。
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表3-15A　　業界景気の見通し業界景気判断指標

区分 Ｈ１０年度 Ｈ１０年度 Ｈ１１年度 Ｈ１１年度
上期 下期 上期 下期

第一種電気通信事業 -19.4 -17.2 -1.0 4.6
特別第二種電気通信事業 6.3 -23.5 11.5 29.4
一般第二種電気通信事業 -5.8 -9.2 -0.9 12.4
放送事業（民放） -43.7 -60.8 -33.2 5.8
ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業 -6.0 -3.5 5.0 23.5
注:業界景気の判断指標とは、「上昇と判断した事業者の割合」－
　「下降と判断した事業者の割合」である

表3-15B　移動体通信事業別・景気判断指標（再掲）
＜第一種電気通信事業＞

区分 Ｈ１０年度 Ｈ１０年度 Ｈ１１年度 Ｈ１１年度
上期 下期 上期 下期

携帯電話等 22.7 34.8 30.4 13.0
ＰＨＳ -5.2 -55.0 5.0 25.0
無線呼出 -96.7 -96.7 -83.4 -70.0
ＮＴＴ移動通信網㈱他８社 -16.7 11.1 22.2 22.2

注:業界景気の判断指標とは、「上昇と判断した事業者の割合」－

　「下降と判断した事業者の割合」である
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（２）当該事業部門の経常損益(黒字･赤字、累積欠損)

ア　第一種電気通信事業
第一種電気通信事業全体の経常損益の改善指標は、平成１１年度計画で｢１０．５｣と
改善する見通しとなっている。
移動体通信事業の平成１１年度計画では、無線呼出が大幅に悪化するとの見方をして
いるが、その他は改善する見通しとなっている。
また、第一種電気通信事業全体の単年度決算での黒字事業者の割合は、平成１１年度
計画で半数に満たなくなっており、ＰＨＳ事業が大部分が平成１１年度計画で累積欠損
を見込んでいる。

イ　第二種電気通信事業

(ｱ) 特別第二種電気通信事業
経常損益の改善指標は、平成１１年度計画で｢５４．８｣と改善が大きく進む見通し
となっている。
また、単年度決算での黒字事業者の割合は、平成１１年度計画で９０．６％と高く
なる見通しであり、６割の事業者が平成１１年度計画で累積欠損を見込んでいる。

(ｲ) 一般第二種電気通信事業
経常損益の改善指標は、平成１１年度計画で｢２３．１｣と改善する見込みである。
また、単年度決算での黒字事業者の割合は、平成１１年度計画で｢７６．０｣となっ
ており、累積欠損を有する事業者の割合は、平成１１年度計画で３９．５％と電気通
信事業の中では低い水準となっている。

ウ　放送事業

(ｱ) 放送事業(民放)
経常損益の改善指標は、平成１１年度計画で｢－１．８｣と慎重な見方をしている。
また、単年度決算での黒字事業者の割合は、７１．９％と高いが、累積欠損を有す
る事業者の割合が平成１１年度計画で４８．８％と半数約となっている。

(ｲ) ケーブルテレビ事業
経常損益の改善指標は、平成１１年度計画で｢３１．３｣と改善する見通しとなって
いる。
また、単年度決算での黒字事業者の割合は、平成１１年度計画で５０．５％と約半
数となってるが、累積欠損を有している事業者の割合は、平成１１年度計画で７８．
３％と高く、新規参入やサービスエリア拡大等に伴う設備投資の過大な負担が影響し
ているものと思われる。
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表3-18A　　当該事業部門の経常損益の改善指標

区分 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 Ｈ１１年度
実績 修正計画 計画

第一種電気通信事業 -2.6 -7.1 10.5
特別第二種電気通信事業 24.1 21.8 54.8
一般第二種電気通信事業 13.0 9.7 23.1
放送事業（民放） -2.3 -40.8 -1.8
ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業 21.9 14.4 31.3

注:経常損益の改善指標とは、「改善と判断した事業者の割合」－
　「悪化と判断した事業者の割合」である

表3-18B　　移動体通信事業別設備投資環境等・経常損益の改善指標（再掲）
＜第一種電気通信事業＞

区分 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 Ｈ１１年度
実績 修正計画 計画

携帯電話等 21.7 0.0 30.0
Ｐ　Ｈ　Ｓ 25.0 70.0 55.0
無線呼出 -66.7 -100.0 -90.0
ＮＴＴ移動通信網㈱他８社 77.8 100.0 88.9

注:経常損益の改善指標とは、「改善と判断した事業者の割合」－

　「悪化と判断した事業者の割合」である

表3-16A　　設備投資環境等・経常損益黒字／赤字の別
     （社、％）

区分 経常損益 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 Ｈ１１年度
実績 構成比 修正計画 構成比 計画 構成比

第一種 黒字 67 56.3 69 53.9 55 44.4
電気通信事業 赤字 52 43.7 59 46.1 69 55.6
特別第二種 黒字 15 50.0 16 50.0 29 90.6
電気通信事業 赤字 15 50.0 16 50.0 3 9.4
一般第二種 黒字 183 62.5 203 65.7 231 76.0
電気通信事業 赤字 110 37.5 106 34.3 73 24.0
放送事業 黒字 203 64.9 197 58.6 241 71.9
（民放） 赤字 110 35.1 139 41.4 94 28.1
ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業 黒字 77 39.7 91 46.4 99 50.5

赤字 117 60.3 105 53.6 97 49.5

表3-16B　移動体通信事業別設備投資環境等・経常損益黒字／赤字の別（再掲）
＜第一種電気通信事業＞      （社、％）

区分 経常損益 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 Ｈ１１年度
実績 構成比 修正計画 構成比 計画 構成比

携帯電話等 黒字 10 45.5 13 59.1 13 68.4
赤字 12 54.5 9 40.9 6 31.6

ＰＨＳ 黒字 4 20.0 7 35.0 7 35.0
赤字 16 80.0 13 65.0 13 65.0

無線呼出 黒字 27 90.0 21 70.0 4 13.3
赤字 3 10.0 9 30.0 26 86.7

ＮＴＴ移動通信 黒字 8 88.9 9 100.0 9 100.0
網㈱他８社 赤字 1 11.1 0 0.0 0 0.0
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表3-17A　　設備投資環境等・累積欠損の有無
  　 （社、％）

区分 累積欠損 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 Ｈ１１年度
実績 構成比 修正計画 構成比 計画 構成比

第一種 有 66 55.0 74 57.8 77 61.1
電気通信事業 無 54 45.0 54 42.2 49 38.9
特別第二種 有 19 65.5 21 67.7 18 60.0
電気通信事業 無 10 34.5 10 32.3 12 40.0
一般第二種 有 123 43.5 121 40.1 119 39.5
電気通信事業 無 160 56.5 181 59.9 182 60.5
放送事業 有 139 45.3 168 50.8 163 48.8
（民放） 無 168 54.7 163 49.2 171 51.2
ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業 有 159 82.4 156 79.2 155 78.3

無 34 17.6 41 20.8 43 21.7

表3-17B　移動体通信事業別設備投資環境等・累積欠損の有無（再掲）
＜第一種電気通信事業＞     （社、％）

区分 累積欠損 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 Ｈ１１年度
実績 構成比 修正計画 構成比 計画 構成比

携帯電話等 有 15 65.2 15 65.2 14 70.0
無 8 34.8 8 34.8 6 30.0

ＰＨＳ 有 20 100.0 20 100.0 19 95.0
無 0 0.0 0 0.0 1 5.0

無線呼出 有 1 3.3 5 16.7 6 20.0
無 29 96.7 25 83.3 24 80.0

ＮＴＴ移動通信 有 1 11.1 0 0.0 0 0.0
網㈱他８社 無 8 88.9 9 100.0 9 100.0



32

５　経営上の問題点
ア　第一種電気通信事業

第一種電気通信事業全体では、｢設備投資の負担過大｣(５６．４％)、｢競争による
サービス提供料金の低下傾向｣(５２．６％)、｢顧客獲得が困難｣(４６．６％)、｢回線使
用料の負担過大｣(３８．３％)の順となっている。

イ　第二種電気通信事業

(ｱ) 特別第二種電気通信事業
　｢競争によるサービス提供料金の低下傾向｣(７７．１％)､｢回線使用料の負担過大｣
(６２．９％)が特に多く、次いで、｢設備投資の負担過大｣(４０．０％)となっている。

(ｲ) 一般第二種電気通信事業
｢競争によるサービス提供料金の低下傾向｣(４０．７％)、｢顧客獲得が困難｣(３７．
３％)、｢回線使用料の負担過大｣(３１．５％)の順になっている。

ウ　放送事業

(ｱ) 放送事業(民放)
　｢広告宣伝料収入が思うように入らない｣(６０．６％)が前回調査より６．８ポイン
ト増で最も高い割合となった。次いで、｢番組ソフトの制作費･購入負担が大きい｣
(４８．３％)、｢設備投資の負担過大｣(３７．４％)、｢顧客獲得が困難｣(３５．１％)
の順となっている。

(ｲ) ケーブルテレビ事業
｢設備投資の負担過大｣(７０．０％)がが特に多く、次いで、｢顧客獲得が困難｣(５
３．５％)、｢道路占用料･電柱共架料負担が大きい｣(４７．０％)、｢番組ソフトの制
作費･購入負担が大きい｣(３５．０％)となっている。



33

表3-19A　　経営上の問題点

＜電気通信事業＞ （社、％）

地域系 移動通信 特別第二種 一般第二種

経営上の問題点 電気通信事業 電気通信事業
133 構成比 4 構成比 4 構成比 42 構成比 9 構成比 35 構成比 324 構成比

設備投資の負担過大 75 56.4 3 75.0 0 0.0 21 50.0 2 22.2 14 40.0 72 22.2
ソフトウェア開発に対する投
資の負担過大 2 1.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 2.9 39 12.0
安全・信頼性向上に対する投
資の負担過大 11 8.3 0 0.0 0 0.0 10 23.8 0 0.0 4 11.4 31 9.6

回線使用料の負担過大 51 38.3 2 50.0 0 0.0 10 23.8 2 22.2 22 62.9 102 31.5

資金の調達が困難 19 14.3 0 0.0 0 0.0 5 11.9 0 0.0 2 5.7 27 8.3

人材不足 15 11.3 0 0.0 1 25.0 13 31.0 0 0.0 9 25.7 75 23.1

人材過剰 4 3.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.6
競争によるサービス提供料金
の低下傾向 70 52.6 3 75.0 0 0.0 17 40.5 2 22.2 27 77.1 132 40.7

顧客獲得が困難 62 46.6 0 0.0 1 25.0 18 42.9 1 11.1 7 20.0 121 37.3

固定客の比率が低い 9 6.8 0 0.0 0 0.0 1 2.4 1 11.1 0 0.0 16 4.9
一般大手企業からの業界参入
傾向 1 0.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 8.6 41 12.7

好不況の波が激しい 2 1.5 0 0.0 0 0.0 1 2.4 0 0.0 0 0.0 14 4.3

サービスメニューの充実 30 22.6 0 0.0 3 75.0 12 28.6 5 55.6 4 11.4 73 22.5
メーカごとに異なる通信プロ
トコルの不整合 1 0.8 0 0.0 0 0.0 1 2.4 0 0.0 0 0.0 9 2.8

その他 4 3.0 0 0.0 1 25.0 1 2.4 0 0.0 1 2.9 12 3.7

特になし 8 6.0 0 0.0 1 25.0 3 7.1 3 33.3 1 2.9 29 9.0

注：複数回答

表3-19B　　経営上の問題点

＜放送事業＞ 　　（社、％）

衛星系 ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ

経営上の問題点
350 構成比 192 構成比 94 構成比 64 構成比 200 構成比

設備投資の負担過大 131 37.4 105 54.7 15 16.0 11 17.2 140 70.0
ソフトウェア開発に対する投
資の負担過大 7 2.0 4 2.1 0 0.0 3 4.7 2 1.0

資金の調達が困難 37 10.6 5 2.6 14 14.9 18 28.1 35 17.5

人材不足 31 8.9 5 2.6 16 17.0 10 15.6 24 12.0

人材過剰 13 3.7 9 4.7 3 3.2 1 1.6 1 0.5

顧客獲得が困難 123 35.1 46 24.0 49 52.1 28 43.8 107 53.5

固定客の比率が低い 43 12.3 13 6.8 27 28.7 3 4.7 4 2.0

好不況の波が激しい 43 12.3 29 15.1 14 14.9 0 0.0 1 0.5

サービスメニューの充実 35 10.0 13 6.8 11 11.7 11 17.2 41 20.5
番組ソフトの制作費・購入負
担が大きい 169 48.3 114 59.4 18 19.1 37 57.8 70 35.0
道路占用料・電柱共架料負担
が大きい 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 94 47.0
広告宣伝料収入が思うように
入らない 212 60.6 124 64.6 68 72.3 20 31.3 19 9.5

他メディアとの競合 91 26.0 63 32.8 14 14.9 14 21.9 29 14.5
外国資本の参入による競争の
激化 2 0.6 0 0.0 0 0.0 2 3.1 0 0.0

その他 13 3.7 6 3.1 5 5.3 2 3.1 8 4.0

特になし 10 2.9 1 0.5 2 2.1 7 10.9 3 1.5

注：複数回答

事業
放送事業 地上系 コミュニティ

（民放）

第一種

電気通信事業

長距離・国際系 衛星系

社社社社

社社

社社社

社社 社



表2-2B　　設備投資額総括表
＜放送事業＞ （社、百万円、％）

区分 回答事 Ｈ9年度 前年度比 Ｈ10年度 前年度比 回答事 Ｈ11年度

業者数 実績額 H9/H8 修正計画額 H10/H9 業者数 計画額

放送事業（民放） 341 124,784 -69.9 128,032 2.6 303 85,473

地上系 282 117,766 -71.2 118,285 0.4 248 81,359

衛星系 59 7,018 45.7 9,747 38.9 55 4,114

ケーブルテレビ事業 192 99,657 37.4 82,220 -17.5 191 64,985

合計 533 224,441 -53.9 210,252 -6.3 494 150,458

日本放送協会 1 61,855 -1.8 61,160 -1.1 0

総合計 534 286,296 -47.9 271,412 -5.2 495 150,458

注　調査時点（平成10年12月）では、NHKの平成11年度計画額は未定。



（百万円、％）

対前年度
Ｈ９年度 Ｈ１０年度 増減額
実績額 修正計画額 H10-H9
3,794,581 3,643,405 -151,176
156,207 574,113 417,906
-128,069 907,863 1,035,932
3,822,719 5,125,381 1,302,662
45,215 1,286,731 1,241,516
168,979 129,020 -39,959
688,867 683,525 -5,342

政府系金融機関 148,335 170,623 22,288
民間金融機関 427,906 165,262 -262,644
その他 25,688 318,473 292,785

2,919,658 3,026,105 106,447
うち減価償却 2,313,891 2,422,985 109,094

回答事業者数（118社）

表2－3A　長期資金調達・運用状況

内部資金

取得設備投資所要資金
投融資
短期資金への振替

合計

調
　
　
達

株式
社債
借入金

＜第一種電気通信事業＞

運
用

項目



（百万円、％）

対前年度
Ｈ９年度 Ｈ１０年度 増減額
実績額 修正計画額 H10-H9
1,760,402 1,893,405 133,003
60,995 474,113 413,118
28,551 920,963 892,412

1,849,948 3,288,481 1,438,533
45 1,286,731 1,241,516

57,030 219,020 161,990
833,213 683,525 -149,688

政府系金融機関 139,930 170,623 30,693
民間金融機関 580,657 165,262 -415,395
その他 25,688 318,473 292,785

914,490 1,099,205 184,715
うち減価償却 743,122 921,985 178,863

表2－3B　長期資金調達・運用状況

内部資金

取得設備投資所要資金
投融資
短期資金への振替

合計

調
　
　
達

株式
社債
借入金

運
用

項目

＜第一種電気通信事業・・・ＮＣＣのみ＞
回答事業者数（117社）



（百万円、％）

対前年度
Ｈ９年度 Ｈ１０年度 増減額
実績額 修正計画額 H10-H9
129,940 119,365 -10,575
33,461 32,254 -1,207
112,093 52,769 -59,324
275,494 204,388 -71,106
151,377 4,794 -146,583
-475 36,785 37,260

-41,031 26,930 67,961
政府系金融機関 3,808 3,825 17
民間金融機関 -50,290 9,665 59,955
その他 5,470 11,644 6,174

165,623 135,879 -29,744
うち減価償却 78,662 82,549 3,887

表2－3C　長期資金調達・運用状況

内部資金

取得設備投資所要資金
投融資
短期資金への振替

合計

調
　
　
達

株式
社債
借入金

運
用

項目

＜放送事業（民放）＞
回答事業者数（241社）



（百万円、％）

対前年度
Ｈ９年度 Ｈ１０年度 増減額
実績額 修正計画額 H10-H9

84,299 60,478 -23,821
655 834 179
6,909 13,646 6,737
91,863 74,958 -16,905
16,985 10,397 -6,588

0 150 150
49,059 40,574 -8,485

政府系金融機関 18,350 13,962 -4,388
民間金融機関 20,980 19,266 -1,714
その他 7,930 6,904 -1,026

25,819 23,837 -1,982
うち減価償却 21,475 24,918 3,443

運
用

項目

＜ケーブルテレビ事業＞
回答事業者数（174社）

表2－3D　長期資金調達・運用状況

内部資金

取得設備投資所要資金
投融資
短期資金への振替

合計

調
　
　
達

株式
社債
借入金



表3-1A　　設備投資額総括表
＜電気通信事業＞ （社、百万円、％）

回答事 Ｈ9年度 前年度比 Ｈ10年度 前年度比 回答事 Ｈ11年度

業者数 実績額 構成比 H9/H8 修正計画額 構成比 H10/H9 業者数 計画額 構成比

第一種電気通信事業 149 3,964,905 94.9 -3.8 3,926,707 93.2 -1.0 115 1,363,136 98.4

NTT 1 1,886,969 45.2 -5.2 1,750,000 41.5 -7.3 0

NCC等 148 2,077,936 49.7 -2.5 2,176,707 51.7 -4.8 115 1,363,136 98.4

第二種電気通信事業 348 212,457 5.1 -13.8 287,217 6.8 35.2 304 21,863 1.6

特別第二種 34 17,677 0.4 -38.6 18,860 0.4 6.7 22 6,895 0.5

一般第二種 314 194,780 4.7 -10.5 268,357 6.4 37.8 282 14,968 1.1

合計 497 4,177,362 100.0 -4.4 4,213,924 100.0 0.9 419 1,384,999 100.0

NTTを除く 496 2,290,393 54.8 -3.7 2,463,924 58.5 7.6 419 1,384,999 100.0

注　調査時点（平成10年12月）では、NTTの平成11年度計画額は未定。

区　　　分



（社、百万円、％）

区　　　分 回答事 Ｈ9年度 前年度比 Ｈ10年度 前年度比 回答事 Ｈ11年度

業者数 実績額 構成比 修正計画額 構成比 業者数 計画額 構成比

長距離・国際系 6 306,948 14.8 35.5 351,709 16.2 14.6 1 94,595 6.9

衛星系 5 34,240 1.6 -19.5 27,905 1.3 -18.5 4 22,386 1.6

地域系 15 262,547 12.6 -3.8 177,616 8.2 -32.3 38 117,584 8.6

携帯電話等 25 498,626 24.0 -16.3 655,637 30.1 31.5 19 347,753 25.5

無線呼出 39 19,147 0.9 -60.2 7,078 0.3 -63.0 29 4,687 0.3

PHS 19 227,063 10.9 1.1 115,872 5.3 -49.0 18 49,942 3.7

NTT移動通信網（株）他8社 9 729,365 35.1 3.2 840,890 38.6 15.3 6 726,189 53.3

合計 148 2,077,936 100.0 -1.9 2,176,707 100.0 4.8 115 1,363,136 100.0

注：平成10年度修正計画額及び平成11年度計画額のNTT移動通信網（株）他8社には、PHS事業の設備投資を含む。



表3-2A　　投資目的別構成比
＜第一種電気通信事業＞ （％）

Ｈ4年度 Ｈ5年度 Ｈ6年度 Ｈ7年度 Ｈ8年度 Ｈ9年度 Ｈ10年度

投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

117社 116社 127社 121社

需要増加に対処等 87.5 84.1 78.0 86.5 88.0 84.2 79.0

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 22.9 28.2 28.0 30.9 40.4 35.9 31.8

うち新サービスの開始 2.3 6.4 8.8 10.3 17.4 23.2 23.2

うち当該事業の開始 16.4 12.8 14.1 19.2 11.5 7.1 6.4

ＩＳＤＮ化に対処 0.3 - - - - - -

ＯＳＩ化に対処 0.0 - - - - - -

維持・補修 1.7 3.4 2.4 0.9 0.9 2.2 3.1

更新（老朽代替） 3.0 1.5 4.0 2.6 2.6 3.0 2.5

研究開発 1.1 0.3 0.6 0.3 0.3 0.4 0.4

合理化・省力化 2.4 4.5 2.6 2.3 0.5 2.6 3.5

安全・信頼性の向上 1.2 1.0 2.4 2.9 1.1 3.5 6.0

その他 2.8 5.2 10.0 4.5 6.6 4.1 5.7

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 56.0 62.3 62.6 63.8

注：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査

の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-2B　　投資目的別構成比
＜特別第二種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

29社 25社 23社 23社

需要増加に対処等 67.3 70.4 64.1 58.5 71.5 63.5 60.4

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 17.6 26.0 17.2 19.6 13.6 23.3 22.2

うち新サービスの開始 5.5 20.0 18.1 9.6 22.5 15.7 12.0

うち当該事業の開始 12.3 0.8 0.7 9.7 12.2 13.0 14.8

ＩＳＤＮ化に対処 4.2 - - - - - -

ＯＳＩ化に対処 0.6 - - - - - -

維持・補修 5.2 5.0 6.7 6.8 4.0 5.6 9.9

更新（老朽代替） 5.3 3.1 5.1 11.1 7.6 10.5 9.0

研究開発 1.1 1.3 3.3 2.0 1.2 1.5 2.6

合理化・省力化 3.4 9.3 6.9 4.8 8.0 7.0 8.6

安全・信頼性の向上 8.7 8.3 12.3 10.5 5.3 5.3 6.3

その他 4.2 2.6 1.6 6.3 2.4 6.6 3.2

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 10.0 3.0 66.7 80.0

注：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査

の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-2C　　投資目的別構成比
＜一般第二種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

142社 163社 219社 225社

需要増加に対処等 54.1 50.9 50.0 60.7 59.6 50.0 44.7

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 15.2 12.6 11.9 10.6 12.6 14.2 13.9

うち新サービスの開始 12.5 11.5 13.8 16.3 13.7 13.4 13.2

うち当該事業の開始 9.1 10.6 13.4 23.4 26.9 13.7 9.3

ＩＳＤＮ化に対処 4.3 - - - - - -

ＯＳＩ化に対処 0.2 - - - - - -

維持・補修 12.8 13.4 16.3 8.7 9.0 12.3 13.8

更新（老朽代替） 5.6 11.9 8.1 10.1 8.0 13.0 14.5

研究開発 5.1 6.4 8.0 6.3 4.5 4.9 6.0

合理化・省力化 6.9 9.6 7.4 7.1 10.0 7.7 5.9

安全・信頼性の向上 4.8 3.6 2.6 2.7 3.5 5.8 7.6

その他 6.2 4.2 7.6 4.4 5.4 6.3 7.4

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 60.7 57.2 41.8 47.5

注：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査

の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-3A　　投資項目別構成比
＜第一種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

118社 117社 128社 121社

伝送路設備 31.9 29.5 20.3 16.8 11.6 16.5 17.4

うち中継系伝送路設備 3.2 4.3 3.7 4.0 2.2 7.6 6.8

うち端末系伝送路設備 26.3 24.0 15.3 11.9 7.7 6.1 6.6

通信衛星設備 1.4 1.2 1.7 1.7 2.1 1.4 2.3

伝送設備 20.3 26.5 32.0 45.1 46.3 39.7 31.1

うち基地局設備 8.4 14.2 24.3 37.1 35.9 31.1 24.3

交換設備 10.8 5.3 9.9 14.9 18.9 18.5 21.0

コンピュ－タ 4.9 4.5 4.7 3.4 4.0 7.0 8.9

端末設備 10.6 12.2 10.9 4.1 2.6 2.5 3.4

電源設備 2.2 3.4 3.1 3.2 3.1 2.5 4.1

建物、構築物 11.1 6.3 7.0 5.3 4.2 4.8 4.1

土地の取得（注２） - 1.9 1.0 0.6 1.4 0.7 0.4

その他 6.8 9.2 9.4 4.9 5.8 6.3 7.3

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

光ファイバー関連設備（再掲） - - - 21.1 22.6 23.0 19.8

うち光ﾌｧｲﾊﾞｹｰﾌﾞﾙ（再掲） - - - 16.5 18.7 16.3 15.1

注１：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査の数値（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）

注２：Ｈ5～Ｈ10年度については「建物、構築物」及び「土地の取得」に区分



表3-3B　　投資項目別構成比
＜特別第二種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

30社 23社 22社 21社

交換機 13.9 11.2 14.2 10.6 10.7 16.6 18.0

多重化装置 9.7 7.8 11.5 12.3 9.0 10.8 11.8

集線装置 6.8 6.8 10.1 9.5 10.7 8.9 7.1

コンピュ－タ 19.9 19.3 20.0 18.0 14.7 13.9 17.6

端末設備 8.6 11.6 14.0 12.5 18.4 15.8 16.8

電源設備 5.6 9.6 7.5 9.9 4.6 10.9 11.8

建物、構築物 12.2 6.7 6.2 10.7 8.0 6.0 4.6

土地の取得（注２） - 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 23.3 25.2 16.5 16.5 23.9 17.1 12.6

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

注１：Ｈ４年度～Ｈ８年度の構成比については、第１０回、１２回、１４回、１６回及び１８回調査の数値

注２：Ｈ５～Ｈ１０年度については「建物、構築物」及び「土地の取得」に区分



表3-3C　　投資項目別構成比
＜一般第二種電気通信事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績見込 計画

141社 158社 212社 216社

交換機 8.6 9.1 5.7 6.4 7.9 9.6 7.7

多重化装置 8.6 8.7 6.1 7.1 5.9 4.2 4.0

集線装置 3.0 2.9 2.3 3.8 3.2 4.1 3.4

コンピュ－タ 31.2 36.6 42.5 39.9 42.6 43.8 44.8

端末設備 21.2 22.5 23.4 20.1 18.3 16.7 18.4

電源設備 5.4 3.9 4.1 2.6 4.3 2.7 4.0

建物、構築物 7.5 4.2 2.7 4.4 8.8 4.1 4.0

土地の取得（注２） - 0.6 0.1 1.0 0.1 1.5 0.4

その他 14.5 11.5 13.1 14.7 8.9 13.3 13.3

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

注１：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査の数値

注２：Ｈ5～Ｈ10年度については「建物、構築物」及び「土地の取得」に区分



表3-5A　　投資目的別構成比
＜放送事業（民放）＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

212社 243社 249社 251社

需要増加に対処等 21.7 19.8 17.7 21.3 26.3 23.2 21.0

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 11.7 9.9 8.9 9.2 6.4 6.4 6.9

うち新サービスの開始 0.7 1.9 1.6 4.4 3.0 4.5 5.3

うち当該事業の開始 7.5 6.4 5.9 7.1 15.2 10.8 6.5

番組製作力の向上 22.8 22.8 25.6 19.9 21.3 20.2 22.2

維持・補修 10.4 11.4 10.0 11.2 9.3 11.7 10.7

更新（老朽代替） 30.7 32.3 32.4 29.8 26.1 30.1 31.0

研究開発 0.3 0.2 0.8 0.2 0.6 0.3 0.7

合理化・省力化 5.9 4.5 4.7 5.7 4.3 5.7 6.8

その他 8.2 9.0 8.8 11.9 12.1 8.7 7.7

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 22.1 18.4 20.6 28.1

注：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査

の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-5B　　投資目的別構成比
＜放送事業（民放）･････ＢＳ・ＣＳ及びコミュニティ放送を除く＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

178社 180社 178社 179社

需要増加に対処等 - - - 14.6 13.4 13.0 11.7

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 - - - 8.2 6.5 7.8 6.7

うち新サービスの開始 - - - 3.6 1.9 2.5 2.0

うち当該事業の開始 - - - 2.6 4.2 2.4 2.3

番組製作力の向上 - - - 21.5 22.0 21.7 21.1

維持・補修 - - - 12.2 11.9 11.0 11.1

更新（老朽代替） - - - 34.7 34.6 40.4 42.3

研究開発 - - - 0.3 0.9 0.3 0.9

合理化・省力化 - - - 5.1 4.5 6.6 6.4

その他 - - - 11.6 12.7 7.1 6.4

合計 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 22.1 16.0 20.9 27.1

注：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査

の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-5C　　投資目的別構成比
＜放送事業（民放）･････うちＢＳ・ＣＳ放送＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

14社 17社 24社 32社

需要増加に対処等 - - - 34.1 57.5 42.8 53.5

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 - - - 2.9 0.0 0.0 0.0

うち新サービスの開始 - - - 14.3 14.4 10.0 24.5

うち当該事業の開始 - - - 9.9 41.2 29.4 27.1

番組製作力の向上 - - - 17.1 22.5 19.1 18.7

維持・補修 - - - 14.1 4.9 5.1 4.7

更新（老朽代替） - - - 2.1 0.0 3.3 1.5

研究開発 - - - 0.4 0.1 0.4 0.3

合理化・省力化 - - - 14.3 4.9 4.9 4.7

その他 - - - 17.9 10.1 24.4 16.6

合計 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 43.0 57.5 23.6 56.3

注：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査

の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-5D 　投資目的別構成比
＜ケーブルテレビ事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資目的 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

201社 181社 190社 195社

需要増加に対処等 83.5 80.1 75.5 74.8 78.6 78.7 77.9

うちｻｰﾋﾞｽｴﾘｱの拡大 49.8 52.5 51.3 54.9 56.0 59.4 58.0

うち新サービスの開始 4.3 5.2 8.3 4.7 3.4 4.2 4.6

うち当該事業の開始 18.0 14.7 5.3 6.3 9.3 6.3 3.6

番組製作力の向上 5.1 4.0 5.2 3.4 3.0 2.5 2.5

維持・補修 4.2 8.5 8.8 8.1 8.4 7.4 8.5

更新（老朽代替） 2.6 4.3 5.0 9.1 5.3 4.9 5.1

研究開発 0.3 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2

合理化・省力化 1.2 1.0 1.0 1.2 1.4 0.4 0.7

その他 3.1 2.0 4.4 3.3 3.2 6.0 5.2

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

デジタル化関連（再掲） - - - 0.0 4.9 4.8 5.3

注：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査

の数値（投資目的の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-6A　　投資項目別構成比
＜放送事業（民放）＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

212社 240社 249社 251社

親局設備 54.2 57.2 58.3 55.7 57.7 57.8 60.9

うちスタジオ設備 36.5 38.7 40.1 36.6 40.6 38.0 39.6

うち送信設備 16.0 16.7 15.5 17.4 15.7 15.9 17.1

中継局設備 17.9 19.8 17.6 16.1 10.9 10.7 9.6

建物、構築物 15.7 12.8 11.5 11.9 14.0 12.5 10.2

土地の取得 3.2 1.1 1.6 1.5 3.0 2.4 2.2

その他 9.0 9.1 11.0 14.8 14.4 16.6 17.1

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

難視聴対策関連設備（再掲） - - - 8.9 11.0 5.7 10.5

注１：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査の数値（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）



注１：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査の数値（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-6B　　投資項目別構成比
＜放送事業（民放）･････ＢＳ・ＣＳ及びコミュニティ放送を除く＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績見込 計画

178社 178社 180社 182社

親局設備 - - - 54.3 53.5 54.4 59.6

うちスタジオ設備 - - - 37.2 38.7 37.1 39.8

うち送信設備 - - - 15.1 13.3 14.2 15.1

中継局設備 - - - 18.1 14.2 13.8 12.9

建物、構築物 - - - 12.0 14.2 13.4 10.0

土地の取得 - - - 1.8 4.0 3.4 2.1

その他 - - - 13.8 14.1 15.0 15.2

合計 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0

難視聴対策関連設備（再掲） - - - 9.3 11.7 6.5 8.0

注１：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査の数値（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-6C　　投資項目別構成比
＜放送事業（民放）･････うちＢＳ・ＣＳ放送＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績 修正計画

13社 17社 22社 31社

親局設備 - - - 49.3 63.0 47.3 52.2

うちスタジオ設備 - - - 30.5 20.8 34.0 27.8

うち送信設備 - - - 16.8 36.0 12.2 20.0

中継局設備 - - - 7.7 0.0 0.0 0.5

建物、構築物 - - - 3.2 8.5 12.2 14.3

土地の取得 - - - 0.0 0.0 0.0 0.0

その他 - - - 39.8 28.5 40.5 33.1

合計 - - - 100.0 100.0 100.0 100.0

難視聴対策関連設備（再掲） - - - 0.0 0.0 0.0 20.0

注１：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査の数値

（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-6D　　投資項目別構成比
＜ケーブルテレビ事業＞ （％）

Ｈ４年度 Ｈ５年度 Ｈ６年度 Ｈ７年度 Ｈ８年度 Ｈ９年度 Ｈ10年度

投資項目 実績 実績 実績 実績 実績 実績見込 計画

200社 179社 188社 194社

センター設備 17.4 12.5 13.9 11.9 10.7 10.5 11.8

うちスタジオ設備 4.8 3.5 4.8 3.3 2.9 3.6 2.6

伝送路設備 70.9 77.4 79.0 77.9 79.2 77.3 79.3

うちケーブル等地中化 2.1 1.5 3.9 2.9 2.1 2.6 3.5

建物、構築物 5.9 4.2 2.0 4.0 4.0 5.1 3.8

土地の取得 1.5 0.9 0.6 0.6 0.6 1.2 0.4

その他 4.3 5.0 4.5 5.6 5.6 5.9 4.7

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.1 100.0 100.0

光ファイバー関連設備（再掲） - - - 16.0 20.1 16.2 19.2

うち光ﾌｧｲﾊﾞｹｰﾌﾞﾙ（再掲） - - - 13.7 0.0 13.1 16.2

注１：Ｈ4年度～Ｈ8年度の構成比については、第10回、12回、14回、16回及び18回調査の数値

（投資項目の区分がなかったものについては「-」とした）



表3-7A　　地方別　設備投資額（第一種電気通信事業）
＜投資総額＞ 　（百万円、％）

地 方 別 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 平均構成比

実績額 構成比 修正計画額 構成比 構成比

北 海 道 地 方 103,512 3.7 14,650 1.3 3.0

東 北 地 方 190,141 6.7 42,928 3.9 5.9

関東地方（除東京） 735,363 26.0 533,770 48.7 32.3

東 京 地 方 585,267 20.7 124,528 11.4 18.1

信 越 地 方 87,633 3.1 49,902 4.6 3.5

北 陸 地 方 59,660 2.1 29,654 2.7 2.3

東 海 地 方 262,326 9.3 59,876 5.5 8.2

近 畿 地 方 269,888 9.5 26,089 2.4 7.5

中 国 地 方 172,294 6.1 68,654 6.3 6.1

四 国 地 方 110,849 3.9 42,885 3.9 3.9

九州地方（除沖縄） 231,535 8.2 55,024 5.0 7.3

沖 縄 地 方 5,812 0.2 5,178 0.5 0.4

本 邦 外 15,574 0.6 42,698 3.9 1.5

区 分 不 明 321,837 (10.2) 1,764,868 (61.7) (34.7)

合　　計 3,151,691 100 2,860,704 100 100.0

（Ｎ＝129 社）

　注：構成比の算出にあたっては、区分不明を除外し、また、平均構成比は2年間の

　　合計額により算出した。



　　　　    　　 　表3-7B　　地方別　設備投資額（ＮＣＣ）
＜投資総額＞ 　（百万円、％）

地 方 別 Ｈ９年度 Ｈ１０年度 平均構成比

実績額 構成比 修正計画額 構成比 構成比

北 海 道 地 方 28,537 2.3 14,650 1.3 1.9

東 北 地 方 57,444 4.7 42,928 3.9 4.3

関東地方 （除東京） 195,063 15.9 533,770 48.7 31.4

東 京 地 方 585,267 47.7 124,528 11.4 30.6

信 越 地 方 26,741 2.2 49,902 4.6 3.3

北 陸 地 方 21,506 1.8 29,654 2.7 2.2

東 海 地 方 86,938 7.1 59,876 5.5 6.3

近 畿 地 方 33,055 2.7 26,089 2.4 2.5

中 国 地 方 67,709 5.5 68,654 6.3 5.9

四 国 地 方 39,002 3.2 42,885 3.9 3.5

九 州 地 方 （ 除 沖 縄 ） 64,113 5.2 55,024 5.0 5.1

沖 縄 地 方 5,812 0.5 5,178 0.5 0.5

本 邦 外 15,574 1.3 42,698 3.9 2.5

区 分 不 明 37,961 (3.0) 14,868 (1.3) (2.2)

合　　計 1,264,722 100.0 1,110,704 100.0 100.0

（Ｎ＝ 127 社）

　注：構成比の算出にあたっては、区分不明を除外し、また、平均構成比は2年間の

　　合計額により算出した。



＜第一種電気通信事業＞ （台、％）
合計 設備別

台数 構成比 台数 構成比 台数 構成比
1,990 32.9 4,059 97.1 6,049 100.0

うち大型 44 58.7 31 41.3 75 1.2
うち中型 236 78.7 64 21.3 300 5.0
うち小型 346 57.8 253 42.2 599 9.9
うち超小型 1,364 26.9 3,711 73.1 5,075 83.9

5,566 99.5 30 0.5 5,596 100.0
うち中継交換機 678 98.0 14 2.0 692 12.4
うち加入者交換機 4,888 99.7 16 0.3 4,904 87.6

16,026 99.9 23 0.1 16,049 100.0
68,512 93.1 5,058 6.9 73,570 100.0

注：構成比は取得形態（買取り、リース・レンタル）の比率
端末装置

リース・レンタル買取

表3－11A　設備の保有状況

コンピュータ

交換機

多重化装置・集線装置

区分



＜特別第二種電気通信事業＞ （台、％）
合計 設備別

台数 構成比 台数 構成比 台数 構成比
664 46.7 757 53.3 1,421 100.0

うち大型 42 79.2 11 20.8 53 3.7
うち中型 15 51.7 14 48.3 29 2.0
うち小型 332 53.0 295 47.0 627 44.1
うち超小型 275 38.6 437 61.4 712 50.1

184 24.6 564 75.4 748 100.0
うち中継交換機 145 40.8 210 59.2 355 47.5
うち加入者交換機 39 9.9 354 90.1 393 52.5

6,505 87.1 965 12.9 7,470 100.0
3,949 76.5 1,216 23.5 5,165 100.0

注：構成比は取得形態（買取り、リース・レンタル）の比率
端末装置

リース・レンタル買取

表3－11B　設備の保有状況

コンピュータ

交換機

多重化装置・集線装置

区分



＜一般第二種電気通信事業＞ （台、％）
合計 設備別

台数 構成比 台数 構成比 台数 構成比
15,241 58.7 10,709 41.3 25,950 100.0

うち大型 21 23.3 69 76.7 90 0.3
うち中型 133 25.2 395 74.8 528 2.0
うち小型 4,837 75.2 1,599 24.8 6,436 24.8
うち超小型 10,250 54.2 8,646 45.8 18,896 72.8

2,976 80.6 718 19.4 3,694 100.0
うち中継交換機 201 38.1 326 61.9 527 14.3
うち加入者交換機 2,775 87.6 392 12.4 3,167 85.7

4,864 65.8 2,524 34.2 7,388 100.0
7,454 36.0 13,267 64.0 20,721 100.0

注：構成比は取得形態（買取り、リース・レンタル）の比率
端末装置

リース・レンタル買取

表3－11C　設備の保有状況

コンピュータ

交換機

多重化装置・集線装置

区分



区分 H 10年度 H 10年度 H 11年度 H 11年度
上期 下期 上期 下期

第一種電気通信事業 -19.4 -17.2 -1.0 4.6
特別第二種電気通信事業 6.3 -23.5 11.5 29.4
一般第二種電気通信事業 -5.8 -9.2 -9.0 12.4
放送事業（民放） -43.7 -60.8 -33.2 5.8
ケーブルテレビ事業 -6.0 -3.5 5.0 23.5

表3－15A　業界景気の見通し業界景気判断指標

注：業界景気の判断指標とは、「上昇と判断した事業者の割合」－
「下降と判断した事業者の割合」である。



＜第一種電気通信事業＞
区分 H 10年度 H 10年度 H 11年度 H 11年度

上期 下期 上期 下期
携帯電話等 22.7 34.8 30.4 13.0
ＰＨＳ -5.2 -55.0 5.0 25.0
無線呼出 -96.7 -96.7 -83.4 -70.0
ＮＴＴ移動通信網㈱他８社 -16.7 11.1 22.2 22.2

表3－15B　移動体通信事業別・景気判断指標（再掲）

注：業界景気の判断指標とは、「上昇と判断した事業者の割合」－
「下降と判断した事業者の割合」である。



区分 経常損益
実績 構成比 修正計画 構成比 計画 構成比

第一種 黒字 67 56.3 69 53.9 55 44.4
電気通信事業 赤字 52 43.7 59 46.1 69 55.6
特別第二種 黒字 15 50.0 16 50.0 29 90.6
電気通信事業 赤字 15 50.0 16 50.0 3 9.4
一般第二種 黒字 183 62.5 203 65.7 231 76.0
電気通信事業 赤字 110 37.5 106 34.3 73 24.0
放送事業 黒字 203 64.9 197 58.6 241 71.9
（民放） 赤字 110 35.1 139 41.4 94 28.1
ケーブルテレビ事業 黒字 77 39.7 91 46.4 99 50.5

赤字 117 60.3 105 53.6 97 49.5

H 9年度 H 10年度 H 11年度

表3－16A　設備投資環境等・経常損益黒字／赤字の別
（社、％）



＜第一種電気通信事業＞
区分 経常損益

実績 構成比 修正計画 構成比 計画 構成比
携帯電話等 黒字 10 45.5 13 59.1 13 68.4

赤字 12 54.5 9 40.9 6 31.6
ＰＨＳ 黒字 4 20.0 7 35.0 7 35.0

赤字 16 80.0 13 65.0 13 65.0
無線呼出 黒字 27 90.0 21 70.0 4 13.3

赤字 3 10.0 9 30.0 26 86.7
ＮＴＴ移動通信 黒字 8 88.9 9 100.0 9 100.0
網㈱他８社 赤字 1 11.1 0 0.0 0 0.0

H 9年度 H 10年度 H 11年度

表3－16B　移動体通信事業別設備投資環境等・経常損益黒字／赤字の別（再掲）
（社、％）



区分 累積欠損
実績 構成比 修正計画 構成比 計画 構成比

第一種 黒字 66 55.0 74 57.8 77 61.1
電気通信事業 赤字 54 45.0 54 42.2 49 38.9
特別第二種 黒字 19 65.5 21 67.7 18 60.0
電気通信事業 赤字 10 34.5 10 32.3 12 40.0
一般第二種 黒字 123 43.5 121 40.1 119 39.5
電気通信事業 赤字 160 56.5 181 59.9 182 60.5
放送事業 黒字 139 45.3 168 50.8 163 48.8
（民放） 赤字 168 54.7 163 49.2 171 51.2
ケーブルテレビ事業 黒字 159 82.4 156 79.2 155 78.3

赤字 34 17.6 41 20.8 43 21.7

H 9年度 H 10年度 H 11年度

表3－17A　設備投資環境等・累積欠損の有無
（社、％）



＜第一種電気通信事業＞
区分 累積欠損

実績 構成比 修正計画 構成比 計画 構成比
携帯電話等 黒字 15 65.2 15 65.2 14 70.0

赤字 8 34.8 8 34.8 6 30.0
ＰＨＳ 黒字 20 100.0 20 100.0 19 95.0

赤字 0 0.0 0 0.0 1 5.0
無線呼出 黒字 1 3.3 5 16.7 6 20.0

赤字 29 96.7 25 83.3 24 80.0
ＮＴＴ移動通信 黒字 1 11.1 0 0.0 0 0.0
網㈱他８社 赤字 8 88.9 9 100.0 9 100.0

H 9年度 H 10年度 H 11年度

表3－17B　移動体通信事業別設備投資環境等・累積欠損の有無（再掲）
（社、％）



区分 H 9年度 H 10年度 H 11年度
実績 修正計画 計画

第一種電気通信事業 -2.6 -7.1 10.5
特別第二種電気通信事業 24.1 21.8 54.8
一般第二種電気通信事業 13.0 9.7 23.1
放送事業（民放） -2.3 -40.8 -1.8
ケーブルテレビ事業 21.9 14.4 31.3

表3－18A　当該事業部門の経常損益の改善指標

注：経常損益の改善指標とは、「改善と判断した事業者の割合」－
「悪化と判断した事業者の割合」である



＜第一種電気通信事業＞
区分 H 7年度 H 8年度 H 9年度

実績 修正計画 計画
携帯電話等 21.7 0.0 30.0
ＰＨＳ 25.0 70.0 55.0
無線呼出 -66.7 -100.0 -90.0
ＮＴＴ移動通信網㈱他８社 77.8 100.0 88.9

表3－18B　移動体通信事業別設備投資環境等・経常損益の改善指標（再掲）

注：経常損益の改善指標とは、「改善と判断した事業者の割合」－
「悪化と判断した事業者の割合」である



＜電気通信事業＞ （社、％）

経営上の問題点
133社 構成比 4社 構成比 4社 構成比 42社 構成比 9社 構成比 35社 構成比 324社 構成比

設備投資の負担過大 75 56.4 3 75.0 0 0.0 21 50.0 2 22.2 14 40.0 72 22.2
ソフトウェア開発に対する投資の負担過大 2 1.5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 2.9 39 12.0
安全・信頼性向上に対する投資の負担過大 11 8.3 0 0.0 0 0.0 10 23.8 0 0.0 4 11.4 31 9.6
回線使用料の負担過大 51 38.3 2 50.0 0 0.0 10 23.8 2 22.2 22 62.9 102 31.5
資金の調達が困難 19 14.3 0 0.0 0 0.0 5 11.9 0 0.0 2 5.7 27 8.3
人材不足 15 11.3 0 0.0 1 25.0 13 31.0 0 0.0 9 25.7 75 23.1
人材過剰 4 3.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.6
競争によるサービス提供料金の低下傾向 70 52.6 3 75.0 0 0.0 17 40.5 2 22.2 27 0.0 132 40.7
顧客獲得が困難 62 46.6 0 0.0 1 25.0 18 42.9 1 11.1 7 77.1 121 37.3
固定客の比率が低い 9 6.8 0 0.0 0 0.0 1 2.4 1 11.1 0 20.0 16 4.9
一般大手企業からの業界参入傾向 1 0.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 0.0 41 12.7
好不況の波が激しい 2 1.5 0 0.0 0 0.0 1 2.4 0 0.0 0 8.6 14 4.3
サービスメニューの充実 30 22.6 0 0.0 3 75.0 12 28.6 5 55.6 4 0.0 73 22.5
メーカごとに異なる通信プロトコルの不整合 1 0.8 0 0.0 0 0.0 1 2.4 0 0.0 0 11.4 9 2.8
その他 4 3.0 0 0.0 1 25.0 1 2.4 0 0.0 1 0.0 12 3.7
特になし 8 6.0 0 0.0 1 25.0 3 7.1 3 33.3 1 2.9 29 9.0
注：複数回答

特別第二種 一般第二種地域系長距離・国際系 衛星系

表3－19A　経営上の問題点

電気通信事業 電気通信事業 電気通信事業
第一種 移動通信



＜放送事業＞ （社、％）

経営上の問題点
350社 構成比 192社 構成比 94社 構成比 64社 構成比 200社 構成比

設備投資の負担過大 131 37.4 105 54.7 15 16.0 11 17.2 140 70.0
ソフトウェア開発に対する投資の負担過大 7 2.0 4 2.1 0 0.0 3 4.7 2 1.0
資金の調達が困難 37 10.6 5 2.6 14 14.9 18 28.1 35 17.5
人材不足 31 8.9 5 2.6 16 17.0 10 15.6 24 12.0
人材過剰 13 3.7 9 4.7 3 3.2 1 1.6 1 0.5
顧客獲得が困難 123 35.1 46 24.0 49 52.1 28 43.8 107 53.5
固定客の比率が低い 43 12.3 13 6.8 27 28.7 3 4.7 4 2.0
好不況の波が激しい 43 12.3 29 15.1 14 14.9 0 0.0 1 0.5
サービスメニューの充実 35 10.0 13 6.8 11 11.7 11 17.2 41 20.5
番組ソフトの制作費・購入負担が大きい 169 48.3 114 59.4 18 19.1 37 57.8 70 35.0
道路占用料・電柱共架料負担が大きい 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 94 47.0
広告宣伝料収入が思うように入らない 212 60.6 124 64.6 68 72.3 20 31.3 19 9.5
他メディアとの競合 91 26.0 63 32.8 14 14.9 14 21.9 29 14.5
外国資本の参入による競争の激化 2 0.6 0 0.0 0 0.0 2 3.1 0 0.0
その他 13 3.7 6 3.1 5 5.3 2 3.1 8 4.0
特になし 10 2.9 1 0.5 2 2.1 7 10.9 3 1.5
注：複数回答

（民放） 事業

表3－19B　経営上の問題点

衛星系地上系 コミュニティ放送事業 ケーブルテレビ
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